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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次 
第63期 

第１四半期連結 
累計期間 

第64期 
第１四半期連結 

累計期間 
第63期 

会計期間 

自平成27年 
 ２月１日 
至平成27年 
 ４月30日 

自平成28年 
 ２月１日 
至平成28年 
 ４月30日 

自平成27年 
 ２月１日 
至平成28年 
 １月31日 

売上高 （百万円） 18,116 15,900 72,978 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △222 170 351 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 

（百万円） △15 156 648 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △267 △1,348 △445 

純資産額 （百万円） 10,167 8,617 9,989 

総資産額 （百万円） 32,791 30,717 33,439 

１株当たり四半期（当期）純利

益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△） 

（円） △2.09 21.43 88.65 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 31.0 28.1 29.9 

 
 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）」を「親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△）」としております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

 なお、当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社ヴェント・インターナシ

ョナル、客楽思普勒斯（上海）服飾有限公司及びVENT HONG KONG LIMITEDは、重要性が低下したため、連結の範囲か

ら除外しております。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 
 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

 当第１四半期連結累計期間（平成28年２月１日～平成28年４月30日）におけるわが国経済は、政府の経済政策等

から景気は緩やかな回復基調を続けておりますが、年初来の円高進行や株価の乱高下、収束が見えない新興国経済

の減速等を受け、先行きに不透明感が強まる状況となりました。 

 当アパレル業界では、依然として消費者の節約意識は根強く、暖冬等の天候不順の影響も重なり、個人消費は停

滞した状況で推移しました。 

 このような環境の中、当社グループは、主力の製造卸売部門への回帰を進め、前期に㈱ヴェント・インターナシ

ョナルを解散し事業の再構築を行いました。今期は減収を見込むものの製造卸売事業での増益を計画するととも

に、中期経営計画の目標である「製造卸売事業の安定した収益基盤の確立」を実現するため、「新規販路の拡大」

「生産基盤の再構築」「経営管理基盤の強化」の３つの課題に取り組んでおります。 

 売上高は、㈱ヴェント・インターナショナルを前期で解散したことによる小売部門での減少や、昨年よりの暖冬

の影響による店頭商品の切替えの遅れから、春物販売が落ち込んだことで量販店向けや専門店向けの卸売が減少し

ました。

 利益面では、仕入販売管理の強化を進め、採算性の低い商品の見直しを進めたことで製造卸売事業の収益が改善

しました。経費削減では営業拠点の効率化や㈱ヴェント・インターナショナルの固定費削減が進んだこと、自社セ

ンターへの集約や海外からの輸入経路、国内の流通経路の見直しを進めたことで物流費が減少し、収益が改善しま

した。

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は159億円(前年同期比12.2％減)、営業利益は１億56百万円(前

年同期は２億56百万円の損失)、経常利益は１億70百万円(前年同期は２億22百万円の損失)、親会社株主に帰属する

四半期純利益は１億56百万円(前年同期は15百万円の四半期純損失）となりました。 

 
 なお、当社グループは、衣料品事業の単一セグメントでありますので、セグメント情報の記載はしておりません。 

 

   販売チャネル別の売上高は、以下のとおりです。

区 分 金額（百万円） 前年同期比（％）

量 販 店 6,564 △5.6

専 門 店 6,270 △12.7

無 店 舗 1,429 ＋10.4

そ の 他 卸 売 361 △21.1

小 売 1,313 △42.6

消 去 △38 －

合 計 15,900 △12.2

 

(注)前期に当社グループでは事業の再構築を行ったことから、ＳＰＡグループを「小売」という表記に変更しており 

  ます。 
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（２）財政状態の分析

（資産）

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、307億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ27億22百万円の減少と

なりました。

流動資産は218億40百万円となり、前連結会計年度末に比べ26億21百万円の減少となりました。流動資産の減少の

主な要因は、現金及び預金が23億73百万円減少したことによります。

固定資産は88億76百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億１百万円の減少となりました。固定資産の減少の

主な要因は、投資有価証券が77百万円減少したことによります。
 

（負債）

当第１四半期連結会計期間末の負債は220億99百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億50百万円の減少となり

ました。

流動負債は189億65百万円となり、前連結会計年度末に比べ11億31百万円の減少となりました。流動負債の減少の

主な要因は、支払手形及び買掛金が19億16百万円減少したことによります。

固定負債は31億33百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億19百万円の減少となりました。固定負債の減少の

主な要因は、長期借入金が86百万円減少したことによります。
 

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、86億17百万円となり、前連結会計年度末に比べ13億71百万円の減少と

なりました。純資産の減少の主な要因は繰延ヘッジ損益が14億79百万円減少したことによります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありませ

ん。また、新たに生じた課題はありません。

 なお、当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容

等は次のとおりであります。

 

 ① 基本方針の内容

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容、当社グループ

の独自性及び当社グループの企業価値の源泉を十分に理解し、当社が中長期的な経営を行っていくことで当社の企業

価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に確保し向上していくことを可能とする者である必要があると考えており

ます。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案についての判断は、最終的には株主の皆様全体の意思に基づき行わ

れるべきものであると考えております。また、当社は、当社株式の大量買付であっても、当社の企業価値・株主共同

の利益に資するものであれば、これを一概に否定するものではありません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害を

もたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、当社取締役会や株主の皆様が株式の大

量買付の内容等について検討しあるいは当社取締役会が代替案を提案するための時間や情報を提供しないもの、当社

が買付者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買付者との交渉を必要とするもの等、当社の企業価値・

株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 

当社としては、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買付を行う者は、当社の財務及び事

業の方針の決定を支配する者として不適切であると考えます。 

 

 ② 基本方針の実現に資する特別な取組み

(イ） 企業価値向上への取組み

当社は、昭和28年に櫻屋商事株式会社を設立し婦人服の企画・製造・販売を行う総合アパレル企業として、量販店

を中心に多くのお取引先を通じ業容を拡大してまいりました。平成13年にクロスプラス株式会社に社名変更し、「夢

と喜びあふれるファッションを提供し、豊かな社会の創造に貢献する。」の経営理念のもと、製造卸売事業を主軸と

しながらＳＰＡ事業を加えたグループ戦略を通じ、持続的成長と経営基盤の強化に取組んでまいりました。 

当社事業の特徴は、婦人服業界トップシェアの販売枚数を誇る高感度・高品質・低価格を備えた「マスファッショ

ンの単品競争力」、独自のコンセプトを持つデザイナーズブランドやオリジナルブランドなど多彩な「ブランド

力」、マスファッションの単品競争力とブランド力を掛け合わせた「売場提案型トータルウェアリングの企画力・提

案力」になります。 

主力となる製造卸売事業では、量販店、無店舗向けでは業界トップの地位を確保し、専門店、百貨店など幅広い取

引先と強固な信頼関係を築いております。また、ＳＰＡ事業では、「ATSURO TAYAMA」、「JUNKO SHIMADA」のデザイ

ナーズブランドによる百貨店での店舗展開をしております。さらに、マスファッションの企画・生産力とマルチチャ
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ネルへの販売力、デザイナーズブランドのトータルウェアリングの演出力を組み合わせ、売場提案型トータル販売に

取組んでおります。また、中国やアセアンの海外有力工場との取組みによる効率的なサプライチェーンを構築してお

ります。これらは変化の激しいファッション市場動向において機動力、柔軟性を発揮できる独自の仕組み、企画・生

産・販売まで一貫して運営する事業部組織のディビジョン制にも支えられ、当社の企業価値の源泉となるものです。 

今後も、当社はグループ内で製造卸売、ＳＰＡそれぞれの強みを共有し活用することで国内市場での基盤強化に努

め、アジアを中心とする海外マーケットの開拓により成長を図り、企業価値・株主共同の利益の向上に取組んでまい

ります。 

 

(ロ）コーポレート・ガバナンスの強化の取組み

当社は、経営の効率や公正性、法令順守を確保するためのコーポレート・ガバナンスの強化は、多様なステークホ

ルダーの皆様と適切な関係を維持し、社会的な責任を果すことに繋がり企業価値・株主共同の利益の向上に資するも

のと考えております。 

当社は、経営の意思決定と業務執行を明確化するため、営業部門の業務執行機関として執行役員制度を導入してお

ります。営業部門には担当執行役員を配し、部門間の連携を取りつつコンプライアンスの徹底、業務の迅速化及び効

率化に努めております。 

また、現在当社の取締役７名のうち２名は社外取締役であり監査役４名のうち２名は社外監査役であることから独

立性の高い役員により取締役の業務執行を監視できる体制となっております。取締役の任期は、経営陣の責任明確化

のため、１年となっております。 

さらに、コンプライアンス体制の強化のため法令順守の具体策の審議や社内の啓蒙活動を行う機関として、コンプ

ライアンス委員会を設置しております。 

 

 ③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取

  組み

当社は、基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止する取

組みとして「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下 「本プラン」といいます。）を導

入しており、有効期間は、平成31年１月期の事業年度に関する定時株主総会の終結の時までとなっております。 

本プランは、当社株券等に対する買付等が行われる場合に、当社が、当該買付等についての情報収集、検討等を行

う期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の計画や代替案等を提示したり、買付者等との交渉等を行っていく

ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的としております。 

本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付、もしくは

(ii)当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合及びその特別関係者の株券等所

有割合の合計が20％以上となる公開買付け、又はこれに類似する行為（以下 併せて「買付等」といいます。）を適

用対象とし、こうした場合に上記目的を実現するために必要な手続を定めております。 

当社の株券等について買付等が行われる場合、買付者及び買付提案者（以下 併せて「買付者等」といいます。）

には、買付等の内容の検討に必要な情報及び当該買付者等が買付等に際して本プランに定める手続を順守する旨の誓

約文言等を記載した書面の提出を求めます。その後、買付者等から提出された情報、当社取締役会の買付者等による

買付等の内容に対する意見、その根拠資料及び代替案（もしあれば）等が、当社経営陣から独立した社外者のみから

構成される独立委員会に提供され、その検討を経るものとします。独立委員会は、必要に応じて、独立した第三者の

助言を独自に得た上、買付者等の買付等の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討、買付者等との協議・交

渉、株主の皆様に対する情報開示等を行います。 

独立委員会は、買付者等が本プランに規定する手続を順守しなかった場合、又は買付者等の買付等の内容の検討、

買付者等との協議・交渉の結果、買付者等による買付等が当社の企業価値・株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすおそれのある買付等である場合等、本プランに定める要件のいずれかに該当し、新株予約権の無償割当てを実

施することが相当であると判断した場合には、当社取締役会に対して、新株予約権の無償割当てを実施することを勧

告します。 

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重して速やかに新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等を決議

いたします。 

本プランの詳細な内容につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト(http://www.crossplus.co.jp/)に

掲載しております。 
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 ④ 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 

上記②の取組みは、当社の企業価値・株主共同の利益を最大化させるための具体的方策として策定されたものであ

り、まさに基本方針の実現に資するものです。 

また、本プランは、前記③に記載のとおり、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的と

して導入したものであり、基本方針に沿ったものであり、また、以下の理由により当社役員の地位の維持を目的とす

るものではないと判断しております。 
 

・買収防衛策に関する指針の要件に完全に充足していること 

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上の

ための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主

意思の原則、必要性・相当性の原則）を完全に充足しております。また、経済産業省の企業価値研究会が平成20年６

月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえた内容になっております。 
 

・株主共同の利益の確保・向上を目的に導入されていること 

本プランは、当社株式に対する大量買付がなされた際に、株主の皆様が、当該大量買付に応じるべきか否かを判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保し、株主の皆様のために買付者と交渉

を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上させるという目的をもって導

入されております。 
 
・株主意思を重視するものであること 

本プランは、平成28年４月27日に開催の当社第63回定時株主総会で株主の皆様のご承認をいただき継続されたもの

であり、株主の皆様のご意向が反映されております。また、本プランの発動の是非について、株主意思確認総会にお

いて株主の皆様の意思を確認するものとされており、その有効期間中であっても、当社株主総会において本プランを

撤回する決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになっております。 
 
・独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示 

当社は、当社取締役会の恣意的判断を排除し、株主の皆様のために本プランの発動等の運用に際しての実質的な判

断を客観的に行う機関として、独立性の高い社外者で構成される独立委員会を設置しております。 

独立委員会は、当社株式に対して買付等がなされた場合、当該買付等が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損す

るか否か等の実質的な判断を行い、当社取締役はその判断を最大限尊重することとします。さらに、同委員会の判断

の概要は株主の皆様に情報開示されることとされており、本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されており

ます。 
 
・合理的な客観的発動要件の設定 

本プランは、あらかじめ定められた合理的で客観的な要件が充足されなければ、実施されないように設定されてお

り、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されています。 
 
・第三者専門家の意見の取得 

独立委員会は、公認会計士、弁護士等の独立した第三者の助言を得ることができます。これにより、独立委員会に

よる判断の公正性・客観性がより強く担保される仕組みが確保されています。 
 
・当社取締役の任期は１年であること 

当社取締役の任期は１年とされており、当社株主総会で選任された取締役で構成される当社取締役会により本プラ

ンを廃止することができるものとされております。従って、毎年の当社取締役の選任を通じても、本プランにつき、

株主の皆様のご意向を反映させることが可能となります。 
 
・デッドハンド型買収防衛策やスローハンド型買収防衛策でないこと 

本プランは、当社取締役会により廃止することができるものとされており、当社の株券等を大量に買い付けた者が

自己の指名する取締役を株主総会で選任し、かかる取締役で構成される取締役会により本プランを廃止することが可

能であり、デッドハンド型買収防衛策ではありません。また、当社は、取締役の期差任期制を採用していないため、

本プランはスローハンド型買収防衛策でもありません。 
 

（４）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,600,000

計 31,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株）

（平成28年４月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年６月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 7,718,800 7,718,800

東京証券取引所市場第二

部及び名古屋証券取引所

市場第二部

単元株式数は100株

計 7,718,800 7,718,800 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成28年２月１日～  

平成28年４月30日 
－ 7,718,800 － 1,944 － 2,007

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができません

ので、直前の基準日である平成28年１月31日現在で記載しております。

①【発行済株式】

平成28年１月31日現在
 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 
普通株式 401,000

 
― ―

完全議決権株式(その他)
 
普通株式 7,313,500

 
73,135 ―

単元未満株式
 
普通株式 4,300

 
― ―

発行済株式総数 7,718,800 ― ―

総株主の議決権 ― 73,135 ―

 

②【自己株式等】

平成28年１月31日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義

所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

クロスプラス株式会社
名古屋市西区花の木三丁目

９番13号
401,000 ─ 401,000 5.19

計 － 401,000 ─ 401,000 5.19

(注)平成28年４月30日現在の自己株式数は、401,130株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

- 8 -

2016/06/14 10:48:29／15171287_クロスプラス株式会社_第１四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年２月１日から平

成28年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年２月１日から平成28年４月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年４月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,651 3,278 

受取手形及び売掛金 ※３ 13,672 ※３ 13,272 

電子記録債権 2,279 1,923 

商品 2,283 3,045 

貯蔵品 13 15 

その他 563 308 

貸倒引当金 △2 △2 

流動資産合計 24,462 21,840 

固定資産    

有形固定資産 4,343 4,307 

無形固定資産 149 141 

投資その他の資産    

投資有価証券 3,888 3,811 

その他 ※１ 595 ※１ 616 

投資その他の資産合計 4,484 4,427 

固定資産合計 8,977 8,876 

資産合計 33,439 30,717 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 14,934 － 

買掛金 － 13,018 

短期借入金 ※２ 2,600 ※２ 2,600 

1年内返済予定の長期借入金 368 355 

未払法人税等 88 27 

賞与引当金 83 166 

返品調整引当金 62 48 

事業整理損失引当金 35 － 

その他 1,924 2,749 

流動負債合計 20,097 18,965 

固定負債    

長期借入金 1,336 1,250 

退職給付に係る負債 1,044 983 

その他 971 899 

固定負債合計 3,353 3,133 

負債合計 23,450 22,099 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年１月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成28年４月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,944 1,944 

資本剰余金 2,007 2,007 

利益剰余金 5,520 5,631 

自己株式 △532 △532 

株主資本合計 8,940 9,050 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,149 1,137 

繰延ヘッジ損益 △79 △1,559 

為替換算調整勘定 40 44 

退職給付に係る調整累計額 △61 △56 

その他の包括利益累計額合計 1,049 △433 

純資産合計 9,989 8,617 

負債純資産合計 33,439 30,717 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 

 至 平成27年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年４月30日) 

売上高 18,116 15,900 

売上原価 14,392 12,737 

売上総利益 3,724 3,163 

返品調整引当金戻入額 87 62 

返品調整引当金繰入額 101 48 

差引売上総利益 3,709 3,177 

販売費及び一般管理費 3,966 3,020 

営業利益又は営業損失（△） △256 156 

営業外収益    

受取利息 3 2 

受取配当金 10 0 

受取家賃 14 13 

為替差益 9 5 

その他 12 7 

営業外収益合計 50 29 

営業外費用    

支払利息 7 6 

賃貸収入原価 8 6 

その他 0 2 

営業外費用合計 17 15 

経常利益又は経常損失（△） △222 170 

特別利益    

投資有価証券売却益 275 12 

特別利益合計 275 12 

特別損失    

減損損失 23 1 

店舗閉鎖損失 36 － 

関係会社整理損失引当金等繰入額 － 9 

その他 1 － 

特別損失合計 61 10 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△9 172 

法人税、住民税及び事業税 6 17 

法人税等調整額 0 △1 

法人税等合計 6 15 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15 156 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△15 156 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年２月１日 

 至 平成27年４月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年２月１日 
 至 平成28年４月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △15 156 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 136 △12 

繰延ヘッジ損益 △392 △1,479 

為替換算調整勘定 0 △18 

退職給付に係る調整額 2 5 

その他の包括利益合計 △252 △1,505 

四半期包括利益 △267 △1,348 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △267 △1,348 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

 当第１四半期連結会計期間より、前連結会計年度まで連結子会社であった株式会社ヴェント・インターナショナ

ル、客楽思普勒斯（上海）服飾有限公司及びVENT HONG KONG LIMITEDは、重要性が低下したため、連結の範囲から

除外しております。

 

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点から

将来にわたって適用しております。

 なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（追加情報）

   （法人税等の税率の変更）

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定

実効税率は、平成29年２月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の32.0％か

ら30.6％に、平成31年２月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については従来の32.0％か

ら30.4％となります。 

 なお、この税率変更による影響は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

 
前連結会計年度 

（平成28年１月31日） 
当第１四半期連結会計期間 
（平成28年４月30日） 

投資その他の資産（その他） 1百万円 1百万円 

 

※２ 当座貸越契約

 当社及び連結子会社（スタイリンク株式会社）においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行

８行と当座貸越契約を締結しております。当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（平成28年１月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年４月30日）

当座貸越極度額 5,350百万円 5,350百万円

借入実行残高 2,600 2,600

差引額 2,750 2,750

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末日残高に含まれております。
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前連結会計年度

（平成28年１月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年４月30日）

受取手形 34百万円 60百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年４月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日）

減価償却費 58百万円 53百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成27年２月１日 至 平成27年４月30日）

 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり 
配当額 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成27年４月６日 

取締役会 
普通株式 36百万円 ５円00銭 平成27年１月31日 平成27年４月24日 利益剰余金 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成28年２月１日 至 平成28年４月30日）

 配当金支払額

 該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間

（自 平成27年２月１日
至 平成27年４月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自 平成28年２月１日
至 平成28年４月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損

失金額（△）
△２円09銭 21円43銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は親会社

株主に帰属する四半期純損失金額（△）（百万円）
△15 156

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益

金額又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）

△15 156

普通株式の期中平均株式数（千株） 7,317 7,317

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

     該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
 

      平成28年６月10日

 クロスプラス株式会社  

  取締役会 御中  
 
 

  ひ び き 監 査 法 人  

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士 小 川   明  印 

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士 倉 持 政 義  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクロスプラス株

式会社の平成28年２月１日から平成29年１月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年２月１日から

平成28年４月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年２月１日から平成28年４月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クロスプラス株式会社及び連結子会社の平成28年４月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

       報告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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